
学習会「障がい者と家族の高齢化に伴う問題と対策」  

 

 

 開催日時：２０２５年７月２４日（木）１０：００～１１：４５ 

 

 開催場所：ぽっぽ町田会議室２（ハイブリッド開催） 

Zoom ID：833 2590 4434 パスコード：585242 

 

1. 開会挨拶 副代表 土田由紀子 

 

2. 今回の事前アンケートについて 

【町田市障がい児者自立支援研究・研修会】代表 森公男 

 

3. 参加者からのご意見 

（司会・進行） 

【町田市障がい児者自立支援研究・研修会】 代表 森公男  

 

（参加予定者） 

【町田市ダウン症児者を守る会 こばと会】 本間美穂 ・ 赤松正美 

【町田市社会福祉協議会】仲泊昌仁 

【ボワ・すみれ福祉会】田部井眞 

【鶴川地域障がい者支援センター】 石橋彰 

【認定 NPO法人エンディングセンター】 井上美香 

【きらぼし銀行 信託事業部】 清水匡 ・ 水沢英嗣 

【町田市ユニカール協会】 吉村義憲 

 

4. まとめ 

 

5. 事務連絡 

【定期総会/研究・研修成果報告会（２０２５年４月～８月）】 

 ２０２５年１０月１４日（火）１０：００～１２：００ 

 ぽっぽ町田会議室２（ハイブリッド開催） 

 

6. 終了 

 



 

2025年 7月実施 

回答25件 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

2025年７月 

回答１件 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



自立研「高齢化の問題と対策」学習会アンケートについて ２０２５０７２４ 

 

１ アンケート集約状況 

（１）回答について 

①事業所からの回答が少ない ３件 

②家族からの回答が多い。 

    ・回答者の年齢は２０歳代が多いこと 

・家族には知的障害の方がいるケースが８０％ 

 

（２）高齢化で抱える問題 

   ①筆頭は生活する拠点 

     本人にあっていないＧＨのサービス内容でも、親の高齢化に伴い、 

まだ親が頑張るという状況 

   ②その他の上位にあった項目 

    ・成年後見 

・余暇活動 親が連れていくことができなくなっている 

・医療機関 

の利用となっています。 

 

２ 記載内容から 

 切実な内容が多い 

 

（１）解決にむけて 

   ①日中支援型のグループホームであれば、通院支援も可能ではないか 

   ②人材の確保（ＧＨでの専門的な支援が可能な）＋ヘルパーの不足の解消 

   ③切羽詰まった状態になる前のＧＨ体験の奨励 

 

 （２）印象的な記載 

①「事前に考えるのは家族にとって精神的な負担でしかない。 

なるようにしかならないと楽観的に考えなければやってられない。」 

②課題解決案についての質問にも「あったら私が教えて欲しい。」 

  ↓ 

③最後にこの会に期待すること 

「このようなアンケートを継続的に行って欲しい」 

「長く続けて欲しいです。」 

     あきらめないでというメッセージ 



成年後見制度の見直しに向けた検討

政府方針

28. 一般的意見第1号（2014年）法律の前にひとしく認められることを想起しつつ、
委員会は以下を締約国に勧告する。

(a) 意思決定を代行する制度を廃止する観点から、全ての差別的な法規定及び
政策を廃止し、全ての障害者が、法律の前にひとしく認められる権利を保障
するために民法を改正すること。

第二期成年後見制度利用促進基本計画（R4.3.25閣議決定 抄）
国は、障害の有無にかかわらず尊厳のある本人らしい生活の継続や本人の地域
社会への参加等のノーマライゼーションの理念を十分考慮した上で、こうした専門
家会議における指摘も踏まえて、 成年後見制度の見直しに向けた検討を行う。

（参考）障害者の権利に関する条約 （R4.10.7 抄）

第１回政府報告に関する障害者権利委員会の総括所見

現状及び課題

国内外の動向をも踏まえ、成年後見制度の見直しに向けた検討を行う必要

【成年後見制度に対する主な指摘】
○ 利用動機の課題（例えば、遺産分割）が解決しても、判断能力が回復しない限り利用をやめることができない。

○ 成年後見人には包括的な取消権、代理権があり、本人の自己決定が必要以上に制限される場合がある。

○ 本人の状況の変化に応じた成年後見人等の交代が実現せず、本人がそのニーズに合った保護を受けることができない。

○ 任意後見契約の本人の判断能力が低下した後も適切な時機に任意後見監督人の選任申立てがされない。

〔成年後見制度に関する国内外の動向〕
令和４年 ３月 第二期成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定
令和４年１０月 障害者権利条約の第１回対日審査に関する障害者権利委員会の総括所見

高齢化の進展、単独世帯の高齢者の増加等により成年後見制度に対するニーズの
増加・多様化が見込まれ、成年後見制度を更に利用しやすくする必要がある。

【成年後見制度を取り巻く状況】

法定後見制度：本人の判断能力が不十分になった後に、本人の判断能力に応じて家庭裁判所により選任された
①成年後見人、②保佐人又は③補助人が本人を保護、支援する制度

任意後見制度：本人が十分な判断能力を有する時に、任意後見人や委任する事務を契約で定めておき、本人の
判断能力が不十分になった後に、任意後見人が任意後見監督人の監督を受けつつ事務を行う制度

1

成年後見制度

令和５年10月1日現在、我が国の
65歳以上人口は3,623万人となり、
総人口に占める割合(高齢化率)も
29.1％となった。

（中間試案）
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諮問第１２６号
高齢化の進展など、成年後見制度をめぐる諸事情に鑑み、成年後見制度を利用する本人の尊厳にふさわしい生活の

継続やその権利利益の擁護等をより一層図る観点から、成年後見制度の見直しを行う必要があると思われるので、その
要綱を示されたい。

● 令和６年２月に法制審議会に諮問

法制審議会民法（成年後見等関係）部会 （部会長：山野目章夫早稲田大学法学学術院教授）

〇 令和６年４月～ 部会において調査審議 〇 令和７年５月までに２０回開催、うち3回の会議で参考人からヒアリング

認知症・知的障害・精神障害・発達障害の当事者団体等、障害者支援団体、市区町村、社会福祉協議会、
特別養護老人ホーム運営者、国連障害者権利委員会元副委員長

○ 判断能力が回復しない限り利用を
やめることができない。

○ 成年後見人の包括的な代理権等
により本人の自己決定が必要以上に
制限される。

○ 成年後見人等の交代が実現せず、
本人がそのニーズに合った保護を受け
ることができない。

○ 適切な時機に任意後見監督人の
選任申立てがされない。

法定後見の開始の要件、効果等、
法定後見の終了等

成年後見人等の解任（交代）等

任意後見人の事務の監督開始の
申立権者等

必要性を開始の要件とした上で、開
始の際に考慮した必要性がなくなれば
終了する案などを検討

新たな解任事由を設ける案などを検討

新たな申立権者を設ける案などを検討

（第二期成年後見制度利用促進基本計画の対象期間は令和４年度～令和８年度）

〇 令和７年６月１０日に中間試案を取りまとめ。同月２５日よりパブリック・コメントの手続を実施（同年８月２５日まで）

ヒアリング
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主な検討事項

〇 法定後見の開始の要件及び効果等
甲 案 現行の後見・保佐・補助の三類型の開始の要件を基本的に維持しつつ、

後見の対象者は保佐・補助も利用できるようにするなどの修正をする案
乙１案 ①判断能力が不十分である者、②特定の事項について保護する必要、

③原則として本人の同意を要件として、成年後見人等に当該本人に必要な
特定の事項について代理権・取消権を（個別に）付与する類型の法定
後見を開始する案

乙２案 乙１案の類型に加え、①判断能力を欠く常況にある者、②保護する必要
を要件として、成年後見人等に一定の権限（現行の成年後見人の包括的
な代理権等よりも狭い権限）を付与する類型の法定後見を開始する案

〇 法定後見に関する期間
甲 案 期間を設けない
乙１案 家庭裁判所が法定後見を開始する際に期間を定め、その更新がない限

り、期間満了時に法定後見が終了する案
乙２案 成年後見人等に家庭裁判所に対して定期的に法定後見の要件の存在

について報告することを義務付けた上で、要件がなくなったときは法定後見
を終了させる案

法定後見の開始の要件及び効果等、法定後見の終了等

▶ 判断能力が回復しない限り利
用をやめることができない。

▶ 成年後見人の包括的な代理
権等により本人の自己決定が必
要以上に制限される。

〇 法定後見の終了
法定後見の開始において保護する必要を要件とする場合には、判断能力が回復
したときでなくても、保護する必要がなくなったときに法定後見を終了する案
（法定後見の開始において保護する必要を要件としない場合には、判断能力が回
復したときに限って法定後見を終了する案）
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主な検討事項

成年後見人等の解任（交代）等

▶ 本人のニーズに合った成年後見
人等が選任されるために本人の
意見を重視すべきことを明確にす
べき。

▶ 成年後見人等の交代が実現
せず、本人がそのニーズに合った
保護を受けることができない。

▶ 成年後見人等の権限の行使
によって本人の自己決定権が必
要以上に制限される。

〇 成年後見人等の選任
・ 本人の意見を重視すべきであることを明確にすることを引き続き検討

任意後見人の事務の監督開始の申立権者等

▶ 適切な時機に任意後見監督
人の選任申立てがされない。

〇 任意後見人の事務の監督の開始
・ 本人が任意後見契約の際に公正証書において指定した者に申立権を認める
など任意後見人の事務の監督を開始する申立権者の範囲について引き続き検討

成年後見人等の報酬

その他の検討事項

家庭裁判所が本人の財産の中から相当な報酬を与えることができるとのルールを維持しつつ、家庭裁判所が相当な報
酬を判断するに当たって成年後見人等が行った事務の内容などが考慮要素であることを明確にする案を引き続き検討

〇 成年後見人等の解任（交代）
甲 案 現行法の解任事由（不正な行為、著しい不行跡など）を維持する案
乙 案 現行法の解任事由がない場合であっても、本人の利益のために特に必要が

ある場合を念頭に、新たな解任事由を設ける案

〇 成年後見人等の職務及び義務
・ 成年後見人等が本人の意思を尊重することの内容（例えば、本人に必要な
情報を提供し、本人の意思を把握することなど）を明確にすることを引き続き検討
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身元保証、死後事務、見守りetc.

家族の代わりにずっと寄り添う

－サポート説明資料－

Confidential
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会社情報

会社名 トリニティ・テクノロジー株式会社

子会社

設立 2020年10⽉30⽇

代表取締役
社長CEO 磨 和寛（Migaki Kazuhiro）

社員数 約150名 

トリニティ・アセットクリエイト株式会社

株式会社従業員承継パートナーズ

本社 東京都港区新橋2-1-1山口ビルディング1階

事業内容

認知症による資産凍結から親を守る「おやとこ」

おひとりの高齢者に家族の代わりにずっと寄り添う
「おひさぽ」

相続手続きサービス「スマホde相続」

従業員承継を支援する「従業員承継パートナーズ」

専門家コミュニティ「TRINITY LABO.」

拠点

提携数 774社（銀行/証券40社、会計事務所保険・不動産等591社、葬儀社143社）

Confidential

14拠点

株主

JAFCO、SBIインベストメント、GMOVP、FFG VP、横浜キャピタル、七

十七キャピタル、オリックス銀行、三菱UFJキャピタル、ミライドア、常陽

キャピタルパートナーズ、静岡キャピタル、きらぼしキャピタル、いわぎん

未来投資、住友生命、NOBUNAGAキャピタルビレッジ、JFR MIRAI、ほく

ほくキャピタル、佐銀キャピタル、山梨中銀コンサルティング、辻本郷代表

本郷氏ほか
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東京本社

横浜支店

仙台支店

福岡支社

名古屋支店

大阪支店

水戸支店
静岡支店

Confidential

札幌支店

富山支店

高松支店

広島支店

当社拠点一覧

長崎支店

熊本支店
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業務提携先一覧（2025年5⽉末現在）

銀行・証券

40社 総提携数

774社

Confidential

葬儀社会計事務所
保険・不動産等

591社 143社
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業務提携先の金融機関さま（5⽉現在40社）
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MISSION
超高齢社会の課題を解決し「ずっと安心」の世界をつくる

VISION
世界一のエイジテックカンパニーになる
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当社のエイジテックサービス

専門家向けのコンテンツ配信
オンライン上のプラットフォーム
士業とのつながりを構築する

すべての方を対象とした
総合的な相続サポートの提供

おひとりさま高齢者の方を対象と
した、財産管理等サポートの提供
(2023年4⽉ローンチ)

ご家族がいる方を対象とした、
家族信託サービスの提供

生前
財産対策サービス

士業等の
プラットフォーム

Confidential

死後
サポートサービス
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おひとり様高齢者は今後増加の見込み
2024年時点で子がいない高齢者は459万人、2050年には1,032万人に上る。通常子供が担うような生活全般・金銭/財産
管理、亡き後の諸手続きや法事関係をサポートしてくれる相手がいない

Confidential

子がいない高齢者の推移

現在、子供がいない高齢者層

459万人

2050年子供がいない高齢者層

1,032万人
約14.4兆円

約6.4兆円

世帯数×1世帯当たりの初期手数料（当社過去実績平均値140万円）にて当社推定

おひさぽの拡がりの余地

459

573

705

865

967
1,032

12.7%

2024

15.5%

2030

18.7%

2035

22.0%

2040

24.5%

2045

26.5%

2050

+124.8%

65歳以上人口比

(万人)

出典「増加する「身寄り」のない高齢者― 頼れる親族がいない高齢者に関する試算
―」（2024年7月23日 日本総研）より当社作成
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おひさぽのサポート『８点セット』

高齢者向けサービスに特化する当社は、頼れる家族がいないおひとりの方々に、

以下の８つの契約を締結し「今現在」から「亡くなった後」まで 寄り添いながらサポートをしています。

現在 介護開始 ご相続

見守りサポート1

身元保証２

事務支援３

財産管理４ 任意後見５ 死後事務支援７

遺言書８

尊厳死
宣言書

６
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1. 見守りサポート

万が一に備えて、定期的に生活状況（健康状態）の確認をおこない

必要な場合には介護事業者や病院等と連携をします。

電力使用データを活用した見守りシステム（おひさぽコネクト）を利用することで、

ご自宅における万が一にも備えることができます。

お元気なうちから

電話やメールなどを用いて、定期的に

ご状況のやりとりをおこないます。

※ご連絡方法やご連絡頻度はお客様とご相談の

うえ決めていきます

緊急時の連絡先として、当社を指定して

いただくことができます。

緊急連絡先カード
携帯用の緊急連絡先

カードをお渡します

11

通信機器付き警報器を用いた工事不要

のコストを抑えた見守りシステムです。

おひさぽコネクト定期的なご連絡緊急連絡先の就任
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2. 身元保証 3.事務支援

緊急時や体調が悪くなってきたら

病院への入院や施設への入所をする際に多くの場

合、身元保証人（身元引受人）が必要になります。

当社が身元保証人に就任し緊急時の対応をします。

身元保証（身元引受）とは 事務支援とは

もしもの時の、病院や施設の入院・入所手続

きをおこないます。

役所等の事務手続きもサポートします。

入所時の
身元保証人になる 事務手続きを

サポート

入院時の
身元保証人になる 入院・入所の

手続き

12



Copyright © Trinity Technology Co.,Ltd All Rights Reserved.
Copyright ©OHISAPO All Rights Reserved.

13

4. 財産管理

入院や入所などでご自身で預金管理ができない

長期入院、介護施設への入居、身体に不自由があり出歩けない場合などに

預金の管理や代理人として預金引出し・支払いなどを行います。

例）財産管理開始時の流れ

管理の状況は定期的にご報告をしますので安心です
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5. 任意後見

認知症になったときのために

将来認知症になった時に、ご自身の代わりに財産管理・身上監護をする代理人=後見人を決めておく

契約です。

予め本人の意思で後見人を選んでおくことが

できる制度です。

「任意後見契約書」に生活、療養看護、財産

管理の希望を定めておくことで、ご自身の意

思を反映することもできます。

※認知症（意思能力喪失）後に本人の財産を管理するには後見制度の利用が必要です

任意後見制度とは
任意後見制度の仕組み

お元気なうちに

後見契約を締結

認知症になったら

申立て

14
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6. 尊厳死宣言書

自分の意思で「死期を延ばすだけに過ぎない延命措置はしてほしくない」という宣言

をし、記しておくことができます。この宣言書を書いて担当医師に引き渡しをするこ

とで本人の意思を伝えることができます。

病気が「不治かつ末期」になったとき

※本人の意思を伝えることができますが、医師への法的拘束力はありません。

尊厳死宣言公正証書

第１条 私〇〇〇は、私が将来病気に罹り、それが不治

であり、かつ、死期が迫っている場合に備えて、私の身

元引受人及び私の医療に携わっている方々に以下の要望

を宣言します。

１. 私の疾病が現在の医学では不治の状態に

サンプル

15
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7. 死後事務支援サポート

亡くなった後、知人への連絡・お葬式・納骨・遺品整理・各種解約手続き等、遺言や後見

ではカバーできないことを死後事務委任契約を作成し実行します。

お亡くなりになった後の手続き

死後事務支援でできること

お亡くなり後に必要な手続きは人それぞれです。

ご自身に必要な内容をヒアリングして「死後事務委任契約書」を作成します

死後事務にかかる費用はあらかじめ信託会社へ信託しておくので安心です

・墓じまい

・記載のない手続きの実施

・死後事務でかかる費用以外の財産の

使用・遺贈・寄付

・知人等への訃報連絡

・お葬式・火葬の手配、費用支払い

・納骨・埋葬・散骨

・病院・医療施設の退院・退所手続き

・公共サービス等の解約

・遺品整理手続き

・住居等の退去手続き

・ペットの引き渡し など様々

できないこと

16
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8. 遺言書

お亡くなりになった後のご自身の「財産」を誰に承継されるかについて

自分の意思を残しておくことができます。遺言書は法定相続分より優先され、ご自身

の希望のとおり遺贈、寄付等をすることができます。

（遺留分を除く）

お亡くなりになった後の財産

相続人がいない場合、残った財産はどうなるの？

遺言書がない場合、基本は誰も手続きができない状態になります。

利害関係人の申立てにより、最終的に国庫に帰属することになります。

Q

お世話になった友達に財

産をあげたいな

団体に寄付をして活

用してほしい

遠い親戚がいるけど

揉めそうだ、、

できます！ できます！
誰に渡すか

指定できます！

17
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18

お客様の必要なサポートを個別に組み合わせて
利用することができます

見守りサポート1

身元保証2

財産管理４

死後事務支援7

任意後見５

事務支援３

遺言書8

尊厳死宣言６
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おひさぽのサービス料金
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おひさぽのサービス料金

・原則各サービスについて公正証書を締結をしますので、公証役場への費用が別途必要となります。

・預託金は、入院費用や葬儀費用の支払のため事前にお預かりする金銭となります。

・預託金は、信託口座で安全に管理します。

・死後事務の預託金は、葬儀費用の額等によって変動することがあります。

・財産管理や任意後見については、財産管理委任契約・任意後見契約で定めた手数料が別途必要となります。

・事務支援は、入退院、施設入所手続きサポート、介護事業者との連携等を指します。

サポート料金のご説明
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ご相談〜サポートの流れ
おひさぽサービスについてのご相談からサポートまでの流れは以下のとおりとなります。

※サービスのご利用には、健康状態・資産状況等一定の審査がございます。

ご利用の流れ

お申込み

サポートのご案内・お見積り

必要書類の収集
契約書案文の確認・修正

サポート費用等のお支払い

ご契約（公正証書にて作成）

サポート開始

戸籍等必要書類をご準備いただき、ヒアリングした内容を基に
各契約の案文を作成します。ご確認いただき契約書の内容を確
定します。

契約内容が確定したらサポート費用・実費・預託金を
含めお支払いをお願いします。

公証役場にて各契約を締結します。
これで契約手続きは完了です。

財産管理はすぐに開始せずに必要なタイミングで開始する
ことも可能です

現況やご希望をヒアリング
費用計算書を作成・審査

契約内容を決めるため、お客様の生活状況、財産、ご親族関係
をお伺いする可能性があります。
葬儀費用、納骨、遺品整理などの内容をお伺いし詳細な費用計
算書を作成します。

21
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おひさぽの活用事例

実際の事例

おひさぽのよくあるケース

22
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ケース①

・紹介元は保険会社。介護保険の加入に伴う指定代理人の選定がきっかけ。

・親族はいるが、頼める関係性ではない。今後、認知症に対する不安があった。

・弊社と面談を重ねていく中でフルサポートでの申込となる。

・介護保険についても、弊社が指定代理人となり無事に加入。

【親族関係】
・配偶者、子供なし、叔母1名、
いとこ2名

【財産状況】
・不動産1000万円、預金4000万円

【契約内容】
身元保証、見守り、事務支援
財産管理、任意後見
死後事務、尊厳死宣言書、遺言

23

父（他界） 母（他界）

70歳
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・弊社提携の葬儀会社からの紹介。終活を考える上で今後に不安を感じていた。

・姉はおり、連絡は取っているが頼れない。

・フルサポートプランで申込となる。

姉 本人（72歳）

24

【親族関係】
・配偶者、子供なし、姉

【財産状況】
・マンション1400万円、預金1000万円

【契約内容】
身元保証、見守り、事務支援
財産管理、任意後見
死後事務、尊厳死宣言書、遺言

ケース②
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ケース③

・高齢のお母様からの相談。

・自分が亡き後の子供の不安と自身の認知症の不安をお持ちであった。

・自身の認知症対策に任意後見と長男はフルサポートにて申込。

【家族構成】
・母、子供1人（知的障碍あるがコミュ
ニケーション問題なし

【財産状況】
・借地権付建物、預金6600万円

【契約内容】
（母）
任意後見

（長男）
身元保証、見守り、事務支援
財産管理、任意後見
死後事務、尊厳死宣言書、遺言

25

父（他界） 母（86歳）

長男59歳





おひさぽ成約事例

イメージ図

91歳 80代

1.顧客属性

1成約サービス 身元保証・事務支援（翌月、死後事務支援・遺言書も成約）

2申込人 女性（91歳/独身）

2.申込経緯

・ 申込人は91歳の年金生活者（女性）です。

・ 本人独身で、親類は従弟が一人います。その従弟は、今まで何かと本人の面倒を見てきた人で、
それゆえに従弟が受取人となる遺言書も書いています。

・ 今般、年齢も高齢となり、いよいよ入居する施設も決まったことから、従弟に施設の入居保証人
の相談に行ったところ、理由は定かではありませんが、急に断られてしまったとのこと。そこで、
区役所に相談に行ったが、紹介していただいた業者とあまりうまくいかず、困り果て当行に相談
があったもの。誰に聞いたら良いかわからず当行に相談したとのこと。

・ 当初相談があったのが5月7日で入居が5月30日に迫っている状況。この機会を逃すと、次にいつ
施設の入居が決まるかわからないとのこと（順番待ち多数）。また、今まで信頼していた従弟
に断られたことで、夜も寝れない状況とのこと。同日支店内で協議し4月におひさぽが導入さ
れたことを把握しており、これを進めることを決定。翌日に自宅に訪問し同意書を受領し、
すぐにトリニティ・テクノロジー㈱にアポを取り、5月12日のコンサルタントとの面談が実現。

・ まず、5月30日の入居のため「身元保証・事務支援」の申込みが先決で話を進め、契約書等
書類を準備し、最終的に、5月19日に必要書類を揃え署名・捺印を行い、5月26日に公証役場
での公正証書の契約が完了、無事に5月30日施設へ入居することが出来たもの。

・ 今回の件で、従弟に頼れないのが決定的となったため、遺言書の変更、死後事務支援のご相談
も受けており、翌月に公証役場での追加契約も終了しております。

本人 従弟

父 母 叔父 義叔母 叔母
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